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Ａ．研究目的 

日本人はヘルスリテラシーが国際的に

も低いという研究がある[1]。ヨーロッパ

ヘルスリテラシー 調査質問紙（European

Health Literacy Survey Questionnaire, 

HLS-EU-Q47）を用いてヘルスリテラシーを

包括的に測定した研究の結果である。調査

の実施方法や設問の解釈など国際比較は難

しいが、日本人のヘルスリテラシー向上の

余地は大きいと言える。日本人の金融リテ

ラシーも諸外国と比較すると、経済協力開

発機構（OECD）が実施した調査によると対

象 30 か国・地域中 22 位という低い順位で

ある[2]。ヘルスリテラシーも金融リテラ

シーもどちらも不確実性における良き意思

決定に必要な能力である。 

Nakayama らの研究によると、日本では

特にヘルスケア全般と疾病予防やヘルスプ

ロモーションにおけるヘルスリテラシーが

国際的にも低いという結果だった。 

日本では、信頼できる情報ソースを見つ

け る の が 難 し い 。 東 京 都 の 世 論 調 査

(2017)(2021)などでも、テレビやインター

ネットを情報源とする人が多い[3][4]。テ

レビは受動的であり、センセーショナルに

制作する傾向にあり、健康・医療情報の入
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手方法として適切でない場合も多い。イン

ターネットも日本では、製薬会社など商業

的なものが優先されている場合が多く適切

な情報を提供していないことが少なくない。 

一方、英国では、NHS Choice のように

政府公認のウェブサイトがサーチエンジン

で常に優先的に表示され、一般国民だけで

なく医療者にとっても信頼できる健康・医

療情報源となっている。  

日本でも公的な信頼のおける情報ソース

があれば、国民はヘルスリテラシーを高め

るだけでなく、無駄な医療も削減できるの

ではないか。公的な情報ソースを作るため

の基礎資料を作ることが本研究の目的であ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

令和３年度に研究分担者が一橋大学の運営

費交付金で行った「健康・医療情報の入手

に関する調査」の調査データを分析した。

本調査に関連して以下の作業を行った。 

 

1. 国内で行われた健康と保健医療に関す

る世論調査、健康情報に関する調査な

どを参考に調査票を作成した。 

2. 調査票を用いてパイロット調査と本調

査（インターネット調査）を行った。 

3. 信頼できる健康・医療情報ソースの需

要の計測方法として、コンジョイント

分析を用いて推定した。 

 

 

(倫理面への配慮) 

アンケート調査の実施に関して、一橋大学

研究倫理委員会に倫理審査を申請し、承認

を得た。 

 

Ｃ. 研究結果 

1. 調査の概要について、日本全国 20 歳以

上の男女 6,322 人にインターネット調査を

行 っ た 。 サ ン プ ル の 内 訳 は 慢 性 疾 患

(n=2,082)、急性疾患（n=2,111）、ワクチン

接種(n=2,129)である。調査期間は、2022 年

3 月 28 日~30 日で、年齢・性別・学歴・年

収・健康状態の他、医療・健康情報の収集

と活用、医療制度全般に対する意見、かか

りつけ医に対する意見、入院や救急受診の

経験を尋ねた。   

 

2. ヘルスリテラシーに関する質問の回答

より以下の結果を得た。  

・「気になる病気や健康に関する情報を見

つけるのは難しい」(36.5%) 

・「気になる病気の「治療」に関する情報を

見つけるのは難しい」(45.2%) 

・「病気になったとき、専門家（医師、看護

師、薬剤師、心理士など）に相談できると

ころを見つけるのは難しい」（52.3%）  

・「どの予防接種が必要かを判断するのは

難しい」（49.9%）  

・「必要な検診（がん検診、血糖検査、血圧

など）の種類を判断するのは難しい」

(48.8%) 

・「いろいろな情報源の情報を理解し、人に

伝えるのは難しい」(47.3%) 

・「情報がどの程度信頼できるか判断する

のは難しい」(63.5%) 

・「情報をもとに健康改善の計画を立てる

のは難しい」(60.3%) 

 以上の結果より、特に信頼できる情報か

どうか判断するのは難しいと感じている人

が多い傾向にある。難しいと感じている人

の特性に関しては、今後多変量解析を行っ

て詳細に分析する予定だ。 

また、それぞれの疾患に関してアドバイ

スをもらえるサービスに支払っても良いと

思う月額は、慢性疾患 724 円  (n=1,515、

995 円)、急性疾患 625 円(n=1,547、853 円)、
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予防接種 428 円（n=1,196、763 円）であ

った（カッコ内は 0 円と答えた人を除いた

回答）。 

 さらに、健康や医療に関する情報源につ

いて、テレビ（68.5%）、インターネット

（SNS を除く）（54%）が高く、病院等の医

療機関（24.9%）が低いのは、東京都の同様

の調査と同じ傾向であった（東京都の調査

では、テレビ (72.8%), インターネット

（SNS を除く）(63.5%)、病院などの医療

機関（18.4%））。 

今回の日本の調査の特徴的な点として、

医療制度の評価に関して「わからない」と

答えている人が 24.1%と、他国と比較をし

て群を抜いて多いことと(欧米 11 ヶ国を対

象とした Commonwealth Fund の調査では

1~3%)、「ほとんど改革の必要がない」と答

えた人が少ない (8.6%)ことである。これは

Ii and Niu (2019)の研究結果と同様である。

医療制度の評価に関して「わからない」と

答えた人たちの特性に関しても今後分析を

行う予定である。  

「かかりつけ医」は地域住民へ信頼のお

ける医療・健康情報を提供する重要な役割

を担っている。新型コロナウィルス感染症

であらためてその役割が問われたが、日本

では「かかりつけ医」の定義が明確ではな

い。調査票ではまず、あなたが考える「か

かりつけ医」がいるか聞いたところ約半数

の 51.1%が「はい」と答えた。そのうち

72.1%が「新型コロナウィルス感染症に感

染した疑いがある時、そのかかりつけ医に

まず相談する」と回答した。 

最後に、「居住している地域(自治体）に

おける保健や医療への取組みとして、特に

重視していくべき項目」としては、「夜間・

休日診療や救急医療体制の整備」が一番多

く、これは日医総研(第 7 回日本の医療に関

する意識調査 (2020 年 )[5]や東京都の調査

（2017・2021 年）[3][4]と同様の結果であ

った。 

 

3. パイロット調査を用いたコンジョイン

ト分析の結果  

研究機関や政府などの公的機関が提供

する健康・医療サービスへのニーズについ

て、コンジョイント分析を用いて明らかに

した。コンジョイント分析では、個人にサ

ービスに関する複数の選択肢を提供し、そ

の中で最も望ましいと思う選択肢を選択さ

せ、サービスの提供方法について、どのよ

うなポイントがサービスの価値に影響を与

え る か を 検 討 し た 。 パ イ ロ ッ ト 調 査

（N=400）で入手した個票レベルの表明選

好データを用いて分析した。 

調査及び分析では、公的機関が提供する

サービスを想定し、具体的には、慢性疾患

予防、急性疾患予防、インフルエンザの予

防接種及び新型コロナウィルスのワクチン

接種の４つの疾病に関する予防や日常のケ

アに関して情報がもらえるサービスを設定

した。それぞれのサービスの提供方法につ

いて、情報のアクセス方法・内容・個別ア

ドバイスの提供・月額の利用料（支払意思

額）の４つのポイントに着目し、想定され

たサービス（直交計画に基づき作成された

プロファイルカード）を回答者に選択させ

た。その回答データに基づき、条件付きロ

ジットモデルにより推定を行った[6]。さら

に、推定された各説明変数の係数に基づき、

分析対象としたポイントについて、月額の

利用料の係数で除することにより金銭評価

額（限界支払意思額）を算出した。分析結

果（全体）は次のとおりである。 

・スマートフォンのアプリによる情報の

アクセス方法：221 円  

・疾病に関する専門的な知識や情報に加

えた地域の具体的な情報の提供：1,035 円  
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・個人の診療内容や受診履歴に基づいた

個別アドバイスの提供：90 円  

・サービスに対する抵抗感：7,552 円  

上記の結果より、サービスの利用料金が

上がると、サービスを利用したがらない傾

向が強くなることがわかる。スマートフォ

ンのアプリでサービスを提供されると、利

用者にとっては 221 円分の経済価値が上が

った。専門的な知識や情報に加えて、居住

している地域の具体的な状況（例えば、同

年代で同じような症状を持つ人がどのくら

いの頻度で医療機関にかかったり、どのよ

うなお薬を処方されたりしているかについ

ての情報）も提供されると、1,035 円分の

経済価値が上がった。さらに、個人の診療

内容や受診履歴に基づいた個別アドバイス

が提供されると、90 円分の経済価値が上が

った。 

分析の対象となるサービスは、想定され

たものであり、分析において、提示された

サービスの選択肢のほかに、「どちらでもな

い」という選択肢を加えた。これは、回答

者による本来的なサービスへの抵抗感を捉

えるためであり、サービスに対する本来的

な抵抗感と解釈できる[7]。パイロット調査

の結果では、サービスに対する抵抗感の金

銭評価額が 7,552 円となり、この結果を受

けて、本調査ではサービスの月額の利用料

の設定を再検討した。 

 

Ｄ．考察 

  一般国民は健康・医療情報の利用・選択

をするとき、その情報の特性やアクセシビ

リティや利用料などの複数の要素を検討

し、いくつかの要素を組み合わせて、総合

的に利用の有無を判断するとわかった。 

本研究では、コンジョイント分析を用

いて、健康・医療情報の利用に関する総合

評価をするとき、それぞれの評価項目（構

成要素）がどの程度目的変数（情報利用の

意思決定）に影響を与えているか、それぞ

れの係数を推定した上、限界支払意思額を

明らかにした。 

 

Ｅ．結論 

 信頼できる健康・医療情報の発信はそれ

自体が独立しているのではなく、医療制

度、特に日本の医療の弱点であるプライマ

リ・ケアの中にいかに組み込むか、医療の

人材の育成、支払い制度も考慮した制度設

計が必要である。 
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